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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、タンザニア連合共和国関係機関との討議議事録（R/D）等に基づ

き、「灌漑農業技術普及支援体制強化計画」を実施しました。 

今般、プロジェクトの協力期間終了にあたり、技術協力期間中の実績と実施プロセスを確認し、

その情報に基づいて、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から日

本国側・タンザニア連合共和国側双方で総合的な評価を行うとともに、今後の協力の枠組みにつ

いても協議を行うことを目的として、2011年11月に終了時評価団を現地に派遣しました。 

本調査団は、タンザニア連合共和国側評価委員と合同評価委員会を結成し、評価結果を合同評

価報告書に取りまとめ、合同調整委員会（JCC）に報告しました。 

本報告書は、同調査団による協議結果、評価結果を取りまとめたものであり、今後広く関係者

に活用され、日本国・タンザニア連合共和国両国の親善及び国際協力の推進に寄与することを願

うものです。 

終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係者に対して、心からの感謝の意を表し

ます。 

 

平成24年12月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：タンザニア連合共和国 案件名：灌漑農業技術普及支援体制強化計画 

分野：農業 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 

 

協力金額（評価時点）：約5億4,000万円 

 

 

協力期間 

（R/D）：2007年6月12日～ 

2012年6月11日 

先方関係機関：農業・食料安全保障・協同組合省

（MAFC） 

（延長）： 日本側協力機関：農林水産省 

（F/U）： 他の関連協力：技術協力プロジェクト「県農業開

発計画（DADP）灌漑事業推進のための能力強化

計画」 

（E/N）（無償）  

１－１ 協力の背景と概要 

タンザニア連合共和国（以下、「タンザニア」と記す）の農業分野に対してわが国は長い協力

の歴史を有しており、キリマンジャロ州において、灌漑稲作技術の確立とその技術移転を目的

とした各種の協力を1970年代から実施してきた。その成果として、「キリマンジャロ農業研修セ

ンター（Kilimanjaro Agricultural Training Centre：KATC）フェーズⅡ計画（技術協力プロジェク

ト：2001年10月～2006年9月）」においては、6カ所のモデルサイトにおいて農民間普及手法を採

用した灌漑稲作研修を実施し、モデルサイトの平均収量が3.1 t/haから4.3 t/haへと各サイト1 t/ha

以上増加するなど、農家に直接裨益する研修モデルが確立された。同研修モデルによりタンザ

ニア国土全体に灌漑稲作技術を普及していくためには、KATCに蓄積された知見・技術を、各地

域を担当する農業研修所〔農業・食料安全保障・協同組合省（Ministry of Agriculture Food Security 

and Cooperatives：MAFC）傘下〕（Ministry of Agriculture Training Institute：MATI）に移転してい

く必要がある。そこでタンザニア政府（Government of Tanzania：GoT）は稲作振興を担う灌漑農

業技術普及支援体制の強化とコメの生産性向上を目的とした協力をわが国に要請し、「灌漑農業

技術普及支援体制強化計画」が開始された。 

本プロジェクトは2007年6月に開始されてから4年6カ月が経過し、プロジェクトの終了に近づ

いていることから、これまでのプロジェクト活動と成果をレビューし、残りのプロジェクト期

間における留意事項、提言の取りまとめ、類似プロジェクトで活用可能な教訓の抽出すること

を目的とし、タンザニア側と合同で終了時評価調査を行った。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

1．プロジェクトで開発された研修が他の灌漑地区において実施される。 

2．対象灌漑地区の小規模農家の稲作からの収入が向上する。 

 

（2）プロジェクト目標 

灌漑農業サービス支援体制の強化を通じて、対象灌漑地区の稲作生産性が向上する。 

 

（3）アウトプット 

成果 1：農民間普及を通じて、対象灌漑地区における稲作技術が改善される。 

成果2：稲生産性促進に向けて研究、訓練・普及機関の技術能力が強化される。 
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（4）投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣：6名、短期専門家派遣：11名、第三国専門家：2名（フィリピン） 

本邦研修：長期研修7名、短期研修28名 

機材供与：車両など合計3,400万6,666円、8,759万283タンザニア・シリング（Tsh）、6万

6,695USドル 

ローカルコスト負担：約21億9,816万7,166.77Tsh 

相手国側： 

カウンターパート配置：140名（タンザニア本土：126名、ザンジバル：14名） 

研修費用：合計4億2,989万4,640Tsh（Districts：55.5％、MAFC：5.1％） 

プロジェクト事務室、研修施設等 

２．評価調査団の概要 

 調査者  

担当分野 氏名 所属等 

総括 牧野 耕司 JICA 農村開発部 次長 

灌漑/農民研修 石橋 広毅 農林水産省 農村振興局 

計画管理 中村 貴弘 JICA 農村開発部 乾燥畑作地帯課 

評価分析 岸並 賜 株式会社国際開発アソシエイツ 
  

 

調査期間  2011年11月28日～12月16日 評価種類：終了時評価調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）アウトプット 

1）アウトプット 1：設定された指標に対し、以下のとおり進捗しており、アウトプット 1

は部分的に達成されている。 

① 研修に参加した女性の割合が 46％に達している（タンザニア本土：46％、ザンジバ

ル：59％）。 

② タンザニア本土の 41の対象灌漑地区（以下、「灌漑地区」と記す）のうち 34灌漑地

区がベースライン調査を、33灌漑地区が集合研修を、29灌漑地区が第 1回インフィー

ルド研修を、27灌漑地区が第 2回インフィールド研修を、22灌漑地区が第 3回インフ

ィールド研修を、25灌漑地区が第 1回モニタリング・計画セッションを、14灌漑地区

が第 2回モニタリング・計画セッションを実施した1。 

③ タンザニア本土で第 3 回インフィールド研修を実施した 23 灌漑地区のうち 13 灌漑

地区において、50人以上の一般農民がフィールドデイに参加している。 

④ タンザニア本土で第 1回モニタリング・計画セッションを実施した 25灌漑地区のう

ち 24 灌漑地区において、50％以上の中核農家が、研修で導入された 10 以上のコメ栽

培技術を適用している（技術適用数：8～44）。ザンジバルの 4灌漑地区において、50％

以上の中核農家が、研修で導入された 10以上のコメ栽培技術を適用している（技術適

                                                        
1 一般研修（Standard Training）は、「ベースライン調査」「MATIでの集合研修（12日間：中核農家、普及員）」「各灌漑地区での

現地研修（3日間×3回：中核農家、中間農家）」「モニタリング（3日間）」からなる。現地研修の3回目にはフィールドデイが

行われ、研修成果が他の農家と広く共有される。 
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用数：35～43）。 

⑤ タンザニア本土で第 1回モニタリング・計画セッションを実施した 25灌漑地区のう

ちすべての灌漑地区において、50％以上の中間農家が、研修で導入された 5 以上のコ

メ栽培技術を適用している（技術適用数：10～39）。ザンジバルの 4灌漑地区において、

50％以上の中間農家が、研修で導入された 5 以上のコメ栽培技術を適用している（技

術適用数：35～43）。 

2）アウトプット 2：設定された指標に対し、以下のとおり進捗しており、アウトプット 2

は達成されている。 

① 国家種子承認委員会（National Seed Release Committee）に 6種類の NERICAが提出

され、5種が登録された。 

② 「灌漑稲作ガイド（irrigated rice cultivation guide）」と「アップランド稲作ガイド（upland 

rice cultivation guide）」が作成され、「マルチ・ロケーション米の品種試行ガイド

（multi-location rice variety trial guide）」が作成中である。 

 

（2）プロジェクト目標 

設定された指標に対し、以下のとおり進捗しており、プロジェクト目標は部分的に達成

されている。 

① 以下の表はコメ生産高の増減に基づき分類したタンザニア本土における灌漑地区の

数である。 

収量増が1t未満の灌漑地区では、ほとんどが旱魃や灌漑施設建設などの影響を受けて

いる。 

 

 
メインシーズン 

（11～5月） 

セカンドシーズン 

（6～12月） 

1t以上 11（44％） 1（33％） 

0～1t 8（32％） 2（67％） 

減少 6（24％） 0（0％） 

合計 25（100％） 3（100％） 

 

ザンジバルにおいては3灌漑地区のうち2灌漑地区において1t以上の収量増を達成し

た。 

② 25灌漑地区が第 1回モニタリング・計画セッションを、14灌漑地区が第 2回モニタ

リング・計画セッションを実施した。 

 

（3）上位目標 

① 協力期間中各研修所は年間 2～3研修を実施してきた。協力期間終了後、少なくとも

毎年 1研修が継続実施されれば、上位目標 1は達成される見込みである。 

② 調査団は収量の増加を確認しており、上位目標 2は達成される見込みである。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

妥当性は以下の理由から高いと判断された。 

① 「サブサハラアフリカのコメ生産量を 10年間で倍増する」ことを目標としたイニシ

アティブである「アフリカ稲作振興のための共同体（Coalition for African Rice 

Development：CARD）」の枠組みの下、2009年 5 月に施行された国家稲作振興戦略
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（National Rice Development Strategy：NRDS）が発表された。NRDSによるとタンザニ

アのコメの自給率は約 80％であり、20％は輸入に頼っている。これは外貨の大きな損

失を意味するため、MAFCはコメの増産を積極的に進めることとしている。 

② タンザニアの小規模稲作農家の多くは改善された稲作技術に触れる機会を得られ

ず、技術レベルの問題が稲作の低生産性の一因となっている。本技術協力は、この状

況を改善するものであり、問題解決のアプローチとしても適切である。 

 

（2）有効性 

有効性は以下の理由から、比較的高いと判断された。 

旱魃による水不足など、天候条件がコメの収量に影響を与えており、外部条件は満たさ

れているとは言い難いものの、上記のとおり、本技術協力の目標は達成に向けて着実な進

捗をみせている。天候が好条件であり、管理上の手違い等の要因が改善（基本的稲作技術

が実践・適用）されれば、コメの収量は増加すると考えられる。 

 

（3）効率性 

効率性は以下の理由から、比較的高いと判断された。 

上記のとおり、2つのアウトプットはほぼ達成しつつある。投入は質、量、タイミングと

もに適切であり、活動を実施しアウトプットを産出するために十分なものであった。特に

専門家は当初わずか3名（その後5名に増加）であったが、過去の技術協力を通じて実施機

関に蓄積した灌漑稲作技術に関する知識・経験及び農民研修のノウハウを活用し、これは

本技術協力の効率的な実施に対する貢献要因となった。ただし、研修コストについて、タ

ンザニア側の貢献度は高いものの、すべての灌漑地区において一般研修を実施するために

は不十分であった。したがって、外部条件は満たされているとは言い難い。 

 

（4）インパクト 

インパクトは上位目標の達成が見込まれるとともに、ポジティブなインパクトが発現し

ている。上位目標について、協力終了後も①少なくとも毎年1研修が継続実施されると想定

できること（協力期間中は年間2～3回実施）、②コメの生産量が増加傾向にあること、など

から達成の見込みが高い。その他のインパクトについては、研修を受けた農民が他の灌漑

地区に招かれ技術や実践を普及した、課題別研修「灌漑地区管理」を受講した農民が自ら

灌漑施設を補修した、などが挙げられる。 

 

（5）持続性 

持続性は、以下の理由から中程度と判断された。 

「妥当性」で述べたとおり、プロジェクトはタンザニアの政策及びニーズと合致してい

る。またタンザニアの大統領は農業を重視し、コメの自給率を現在の80％から2013年度に

は100％を達成するための予算増のほか、普及員の大幅増員を決定していることから、政策

的支援が期待できる。一般研修のモニタリングでは、農民による技術適用の割合が高く、

本調査の聞き取りや現地調査においてもこのことが立証されている。しかしながら、一般

研修のコストについては、約60％をタンザニア側が負担している一方で、残りはJICAが負

担しているのが実情であることから、自立発展性については依然課題が残っている。以下

「提言」で述べる事項を着実に実施することにより、自立発展性は高まることが期待され

る。 
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３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

中間レビューの提言に基づき、ロジカルフレームワーク（L/F）の目標レベルの見直し、

アウトプット2の明確化及び活動との連関の整理、各種指標の見直しが実施された。これに

より、技術協力のモニタリング、管理運営が改善された。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

① 一般研修の費用はタンザニア側が約60％を負担している。予算確保の過程で、MAFC、

県、研修機関〔KATC、MATI、キジンバニ農業研修所（Kizimbani Agricultural Training 

Institute：KATI）〕などの関係機関が十分に協議をしており、このメカニズムが本技術協

力実施へのタンザニア側のコミットメントを高めたといえる。 

② 県の研修予算が十分ではない場合、規模を縮小した一般研修や、1灌漑地区からの出席

者を半減し2灌漑地区の研修を同時に実施するなどの工夫をした。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

特になし。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

一般研修実施にあたり、既に予算化された資金の実際の配分時期が遅れたり、配分その

ものが滞る場合があった。一般研修は作期に合わせて実施されるため、資金配分の遅れに

より適時な技術指導に支障をきたすことが問題となった。 

 

３－５ 結 論 

本技術協力案件は、過去の技術協力を通じて実施機関に蓄積した灌漑稲作技術に関する知

識・経験及び農民研修のノウハウを基にタンザニアの全土において一般研修の普及を強化した。

このためにKATC以外に新たに3つのMATIを実施対象機関とし、連携に努めてきた。一般研修費

用の確保など課題は残るものの、関係機関の組織強化や直接・間接的に関与した農民の能力強

化に大きく貢献した。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

調査団は以下の提言を行った。 

（1）人材育成・能力強化のための予算配分 

持続性を確保するためには、ソフトウェア（人材育成等）とハードウェア（灌漑施設な

どのインフラ等）のバランスが重要であるが、現状では後者が重視されている傾向がある。

したがって、MAFCと地方行政機関が農民の能力強化のための予算を確保することが肝要で

ある。 

 

（2）規模を縮小した一般研修のモニタリング 

規模を縮小した一般研修について、その効果をモニタリングし、今後に生かすことを提

言する。 

 

（3）適切なコメ生産普及システムの開発 

一般研修の過程に県農業畜産開発官（District Agricultural and Livestock Development 

Officer：DALDO）が参加することにより、農民間普及がより効果的及び自立発展的となる



 

vi 

ことが予想される。MAFCは適切なコメ生産技術の普及システムを構築するために関係機関

と十分に協議することが必要である。 

 

（4）本技術協力の最終ワークショップ開催 

本技術協力を通じて、関係機関の組織強化やコメ生産技術の農民への移転など大きなイ

ンパクトがあった。得られた経験や教訓をGoT、他ドナー、NGOなどの関係者で共有する

ためにプロジェクトが終了する2012年6月までにワークショップを開催することを提言す

る。 

 

（5）次期協力についての考察 

2010年、GoTは次期協力に係るプロポーザルを日本政府（Government of Japan：GoJ）に

提出した。両政府は計画段階において以下の点を十分考慮することが求められる。 

① 天水（lowland及びupland）状況を考慮したアプローチ 

② 農民間普及の改善 

③ 生産性に加え、品質管理やマーケティングなどのバリューチェーンの視点 

④ 農民組織を含む関係者の更なる強化 

⑤ 本協力案件の終了と次期案件の開始時期の間隔をできるだけ短縮すること 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

（1）政府のシステムと意思決定者の連携 

本技術協力は、①農業セクター開発プログラム（Agricultural Sector Development 

Programme：ASDP）プロセスの明確化、②研修費用の積算、③県への訪問、④ワークショ

ップの開催によるASDPプロセスの情報共有、⑤県行政長官（District Executive Director：

DED）などの意思決定者の関与、といったステップを踏んだ。その結果、関係者の予算要

求のキャパシティが強化され、県農業開発計画（District Agricultural Development Plan：

DADP）予算による高い研修費用負担率（約60％）が実現した。このようなきめ細かいステ

ップは他案件においても考慮されるべきである。 

 

（2）ジェンダー・アプローチ 

本技術協力では、一般研修参加者の男女比を1：1とすることを原則とし、課題別研修と

ともに集合研修にジェンダーに係る講義が含まれている。その結果、コミュニケーション

が改善し、日々の活動（農作業及び家事）に対するお互いの役割の重要性について理解を

深めた。また、技術適用にも有効であるとの報告もあり、ジェンダー・アプローチは他案

件においても適用できるものである。 

 

（3）知識やプログラムの交換 

本技術協力、特にKATCは知識や経験を交換するためにタンザニア及び海外の訪問者を受

入れてきた。これにより関係者は知識を深めたり新しい情報を得るための機会をもつこと

ができた。 
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Summary 

１.  Outline of the Project 

Country：United Republic of Tanzania Project title：Technical Cooperation in Supporting 

Service Delivery Systems of Irrigated Agriculture in

The United Republic of Tanzania (TC-SDIA) 

Issue/Sector：Agriculture Cooperation scheme：Technical Cooperation Project

Division in charge ： Rural Development 

Department 

Total cost： 5.4 million yen 

 

 

Period of 

Cooperati

on 

 

5 years from 12 June, 2007 to 11 

June, 2012 

Partner Country’s Implementing Organization：

Ministry of Agriculture Food Security and 

Cooperatives (MAFC) 

(extension): none Supporting Organization in Japan： 

The Ministry of Foreign Affairs 

The Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries 

 

(F/U) : Other related cooperation： 

(E/N)  

1-1.  Background of the Project  

The agriculture sector is the driving engine of the Tanzania economy; the need to develop it can never 

be over emphasized. In 2008, the sector accounted for about 25.7 % of the GDP and 22 percent of 

foreign exchange earnings. The sector provides 95 % of the national food requirements and livelihood to 

more than 70 % of the Tanzanian population. Government of Tanzania (GoT) is recognizing the 

agriculture as the one of priority sector that contributes sustainable economic development. In this 

regard, GoT formulated the ASDP in 2004 as the core strategy to implement agriculture development in 

coordination with several development partners including Government of Japan (GoJ). The direction to 

prioritize the agriculture is fortified by the initiative named “Kilimo Kwanza (Agriculture First)” which 

was officially announced in 2009. 

GoJ has a long history of cooperation with GoT on agricultural development. A variety of cooperation 

was implemented since the 1970s to promote and establish irrigated rice cultivation techniques, starting 

from Lower Moshi irrigation scheme in Kilimanjaro region. After the success in Lower Moshi, 

cooperation expanded nationwide. As the result, the average yield of farmers who received training in six 

model sites located in various parts of the country has increased by about 40%, from 3.1t/ha to 4.3t/ha. 

The outcomes of these activities were highly appreciated by GoT. Then GoT requested to the GoJ a 

new TC for improving rice productivity in other irrigation schemes nationwide.  

In response to this request, the Preparatory Study Team was dispatched in 2006 and the framework 

of TC-SDIA was officially agreed between JICA and the Tanzanian authorities concerned with the 

signing of the Record of Discussions in May 2007. Mid-term Review was conducted in September 2009.

  

1-2.  Project Overview 

 

（1）Overall Goal:  

1. The training developed by TC-SDIA is implemented in other irrigation schemes. 

2. The income from rice production among smallholder rice farmers in priority irrigation schemes is 
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increased. 

 

（2）Project Purpose: Productivity of rice cultivation in priority irrigation schemes is increased through 

strengthening service delivery system of irrigated agriculture. 

 

（3）Outputs:  

  1) Rice cultivation practices are improved in priority irrigation schemes through the farmer-to-farmer 

extension approach. 

2) Technical capacities of the research, training and extension institutions are enhanced to further 

promote rice production in the future. 

 

（4）Inputs (as of the Project’s termination) 

 Japanese side： 

  Long-term Expert     2         

  Short-term Expert     2  

    Training in Japan       7 for long courses, 28 for short courses 

    Equipment        JPY 34,006,666,  T.Shs.87,590,283 and US D 66,695 (vehicles, etc.) 

Local cost         T.Shs.2,198,167,166.77 

      

Tanzanian side： 

  Counterpart         140 (Tanzania Mainland: 126 Zanzibar: 14)        

    Training cost           T.Shs.429,894,640 Districts:55.5%, MAFC:5.1%, Others:0.5% 

  Land and Facilities:      Project office and training facilities        

 2.  Evaluation Team 

 

Members 

of 

Evaluatio

n Team 

 

Koji Makino Team Leader Deputy Director General 

Rural Development Department, JICA 

Hiroki Ishibashi Irrigation 

Farmers Training 

Technical Chief 

Rural Development Bureau,  

Ministry of Agriculture, Forestry and 

Fisheries 

Atau Kishinami Evaluation Analysis Permanent Expert 

International Development Associates Ltd 

Takahiro Nakamura 

 

Cooperation 

Planning 

Assistant Director 

Rural Development Department, JICA 
  

 

Period of 

Evaluatio

n 

Day/ month/ Year - Day/ month/ Year 

28/11/2011 – 16/12/2011 

Type of Evaluation： 

Terminal Evaluation 

 3.  PROJECT PERFORMANCE 

3-1. Performance of Outputs 

(1) Output 1 

Output 1 shows the following positive progressions and is partially achieved. 
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i) Overall ratio of women farmers (including Tanzania Mainland and Zanzibar) participated in the 

TC-SDIA standard training was 46% from 2007 to 2011. Women participation rate in Tanzania Mainland 

is 46% (men 4,372: women 3,734) as of Dec 2011. Women participation rate in Zanzibar is 59% (men 

194: women 283) as of Dec 2011. 

ii) In Tanzania Mainland, out of 41 irrigation schemes identified for the standard trainings, 34 irrigation 

schemes completed baseline survey, 33 irrigation schemes completed residential training, 29 completed 

the first infield training, 27 completed the second infield training, 22 completed the third infield training, 

25 completed the first monitoring and 14 completed the second monitoring by the time of the Terminal 

Evaluation1. 

iii) In Tanzania Mainland, out of 23 irrigation schemes which conducted 3rd infield training, 13 irrigation 

schemes had more than 50 other farmer participants. In Zanzibar, no irrigation scheme had more than 50 

other farmer participants. 

iv) In Tanzania Mainland, at least 10 basic rice cultivation technologies introduced through the training 

are adopted by more than 50% of KFs in 24 irrigation schemes out of 25 schemes with data available at 

the 1st monitoring and planning. The number of the adopted technology range from 8 to 44, and the 

average was 25. In Zanzibar, at least 10 basic rice cultivation technologies introduced through the 

training are adopted by more than 50% of KFs in all 3 irrigation schemes with the data available. The 

number of the adopted technology range from 35 to 43, average was 39. 

v) In Tanzania Mainland, at least 5 basic rice cultivation technologies introduced through the training are 

adopted by more than 50% of IFs in all the 25 irrigation schemes with data available at the 1st monitoring 

and planning. The number of the adopted technology range from 10 to 39, and the average was 22. In 

Zanzibar, at least 5 basic rice cultivation technologies introduced through the training are adopted by 

more than 50% of IFs in all 3 irrigation schemes with the data available. The number of the adopted 

technology range from 35 to 43, average was 39. 

 

(2) Output 2 

Output 2 shows the following positive progressions and is already achieved. 

i) In Tanzania Mainland, there were 6 NERICA varieties submitted to National Seed Release Committee 

and 5 of them were released in December 2009. 

ii) In Tanzania Mainland, irrigated rice cultivation guide and upland rice cultivation guide were 

prepared; multi-location rice variety trial guide will be prepared within the cooperation period.  

 

3-2. Performance of the Purpose 

i) The Purpose shows the following positive progressions and is partially achieved. 

The below table shows the number of irrigation schemes according to yield change by season comparing 

before and after the standard training in Tanzania Mainland. 

 

 

                                                        
1 Standard training consists of i) baseline survey, ii) residential training at training institutes (12 days, for Key 

Farmers: KFs and extension officers), iii) 3 infield training at each irrigation scheme (3 days, for KFs and 

Intermediate Farmers: IFs), and 2 monitoring and planning session (3days). At the 3rd infield training, a field-day 

is conducted and skills and knowledge are spread among Other Farmers: OFs. 
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  Main (Nov-May) Second (Jun-Dec) 

More than 1.0 t/ha 11 (44%) 1 (33%) 

0 to 1.0 t/ha 8 (32%) 2 (67%) 

Decrease 6 (24%) 0 (0%) 

Total 25 (100%) 3 (100%) 

Main reason of not achieving the indicator was severe drought that resulted to i) transplanting overgrown 

seedlings, ii) insufficient water for irrigation, iii) late weeding, due to water shortage and so forth. There 

were some irrigation schemes under construction works that affected irrigation water supply or 

distribution. In Zanzibar, out of 3 irrigation schemes, 2 schemes increased the paddy yield by 1 t/ha. 

ii) In Tanzania Mainland, so far, 1st monitoring and planning was conducted in 24 irrigation schemes, 

and 2nd monitoring and planning was conducted in 14 irrigation schemes.  

 

3-3 Performance of Overall Goals 

i) If each of 4 training institutes in Tanzania Mainland conducts 1 training per year from 2012, Overall 

Goal 1 will be achieved by 2015, considering 2 to 3 trainings were conducted at each training institute 

under TC-SDIA. 

ii) The Team observed the yield increase, which indicates that Output 2 will likely be schieved. 

4-1.  Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance 

The relevance is high for the following reasons. 

 The farming practices of smallholder rice farmers are generally observed as low-investment and 

subsistent nature, without application of proper rice cultivation technologies. Most of the 

smallholder rice farmers have not had many opportunities to be exposed to the improved practices, 

resulting their rice productivity to remain low. It is thus understood that the contents and focus of 

TC-SDIA activities have adequately addressed the needs of the beneficiaries. 

 National Rice Development Strategy (NRDS) was authorized and released by the MAFC on May 

2009. This Strategy was prepared under the Framework of Coalition for African Rice Development 

which aims doubling rice production in Sub-Sahara Africa by 2018. According to NRDS, current 

self-sufficiency rate of rice is approximately 80% and gap is filled by imported one. This condition 

results in huge loss of foreign currency. Therefore MAFC seriously consider increasing the rice 

production. 

 

(2) Effectiveness 

The effectiveness is moderate for the following reasons. 

 The Purpose is not fully achieved due mainly to climatic conditions and managerial errors of 

irrigation scheme.  

 Since climatic conditions namely flood and draught, which negatively affect the yield of paddy, 

have occasionally occurred, the important assumption is not satisfied. Despite an unfulfilled 

important assumption, there are some indications of improving paddy productivities if those factors 

are favorable and improved for succeeding the approach of TC-SDIA. 

 

(3) Efficiency 

The efficiency is relatively high for the following reasons. 

 All the two (2) Outputs have been mostly achieved, although the standard training courses have not 
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been conducted in some irrigation schemes, due mainly to financial constraints. 

 In general, inputs were appropriate in terms of quality, quantity and timing and have sufficiently 

been utilized for conducting activities and producing Outputs. The inputs have been provided 

appropriately in line with the plan of TC-SDIA, except the budget for the standard training. 

Utilization of the readily available human resources together with tangible outcomes, such as the 

package of selected techniques and training materials for the standard training, by relatively small 

number of experts (initially 3, currently 5), have contributed to the efficiency of TC-SDIA. 

 

(4) Impact 

It is positively expected that the Overall Goal of TC-SDIA will be achieved in the near future, provided 

that the budget for capacity building is secured. Other impacts are as follows; 

 Some trained farmers were invited to other irrigation schemes in order to disseminate techniques 

and practices learnt at the training by TC-SDIA. In addition, there have been many cases that famers 

of non-target districts / irrigation schemes inquire MATIs of such techniques 

 In Mbuyuni Irrigation Scheme, farmers lined an irrigation canal for approximately 75m and also 

constructed a flood protection dyke by their own finance and labor after irrigation scheme 

management training which triggered the District lining the canal for 325m more. 

  

(5) Sustainability 

Sustainability is moderate for the following reasons. Sustainability would be strengthened when the 

“Recommendations” specified in this summary are met.  

 Policy support might be expected since TC-SDIA activities are in harmony with the Tanzanian 

policies and relevant to the needs of the government of Tanzania. The President emphasizes the 

importance of agriculture and has decided to increase budget for the enhancement of the rate of 

self-sufficiency in rice from current 80% to 100% within the next fiscal year as well as for 

significant increase in the number of extension officers. 

 It was reported that majority of KFs adopted more than 10 techniques and also majority of IFs 

adopted more than 5 techniques initiated by TC-SDIA. The Team often observed that such 

techniques are applied in rice fields. High adoption rate of basic rice cultivation techniques is also 

proved by a series of interviews with farmers. 

 It is deemed difficult to continue the standard training courses only through DADP after the 

completion of TC-SDIA. 

4-2.  Factors that have promoted project 

(1) Planning 

Based upon the recommendation by the Mid-term Review Team, the L/F was modified and approved at 

the 3rd JCC meeting held in October 2009. The main modifications included i) setting of the goal level, 

ii) adjustment of logical sequence between the Outputs and activities, and iii) modifications of some 

Objectively Verifiable Indicators. The modification contributed to better monitoring and management of 

the TC-SDIA. 

 

(2) Implementation Process 

 Cost required for the standard training is shared mostly by Districts, MAFC and JICA. It should be 

noted that in average more than half of the cost of the standard training course is borne by the 

Tanzanian side, mainly Districts. In order to secure the budget for capacity building, the 

stakeholders needed to communicate and negotiate among themselves. The mechanism and 



 

xii 

procedures have definitely contributed to the stronger commitment and ownership towards the 

implementation of TC-SDIA. 

 6 downsized / modified standard training courses are planned to be carried out with the initiative of 

MAFC. In addition, based on the request by Districts, TC-SDIA conducted the course for 2 schemes 

at the same time with fewer participants from each scheme.  

 

4-3.  Factors that have inhibited project 

(1) Planning 

There was no particular factor that inhibited TC-SDIA. 

(2) Implementation Process 

Although stakeholders have been making efforts to secure the budget to ensure the timely conduct of the 

standard training, budget is still limited and remains as a major constraint in order to carry out the 

training courses. 

 

4-4.  Conclusions 

TC-SDIA strengthened the dissemination of standard training throughout the country. It should be 

emphasized that this strategy could be put in place based on the asset created by those past cooperation 

and outcomes. TC-SDIA has contributed a lot to capacity development of government institution 

concerned and farmers directly and indirectly involved and made a significant progress even though the 

Team observed some challenges on the TC-SDIA. 

 
4-5.  Recommendations 

The following recommendations are made by the Team. 

(1) Budget Allocation for Capacity Building 

There is common recognition that the balance of software (human resource capacity) and hardware 

(infrastructure such as irrigation scheme) is crucial for sustainability. Therefore, MAFC and Local 

Government Authorities (LGAs) are encouraged to explore more increase of budget allocation for 

capacity building of farmers. 

 

(2) Monitoring of Down-sized Standard Training 

GoT introduced the downsized standard training course and started its implementation. It is 

recommended to TC-SDIA to monitor the progress of down-sized training since it can contribute to 

further elaboration of the approach. 

 

(3) Development of Appropriate Rice Production Dissemination Systems 

There is a possibility that more active involvement of DALDO offices in the process of standard training 

can make the farmer to farmer extension approach more effective and sustainable. Therefore it is 

recommended to MAFC to discuss appropriate rice production dissemination systems in light of recently 

strengthening agricultural extension under the ASDP. 

 
(4) Terminal Workshop of TC-SDIA 

As mentioned in this report, significant impact has been observed among related institutions and farmers, 

through the TC-SDIA, and it can be said that the several efforts tried in the TC-SDIA has particular 

value, especially in the aspect of capacity building, and dissemination of technology for farmers. It is 

worth to share the experience and lessons learnt with broader stakeholders including GoT, donor partners 
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and NGOs. Therefore it is recommended to TC-SDIA to hold Terminal Workshop by June 2012. 

 

(5) Examination of Next Cooperation 

In 2010, GoT submitted a proposal to GoJ to request new cooperation with JICA, which is named as 

“Technical Cooperation in Supporting Rice Industry Development in Tanzania” in the context of NRDS. 

Therefore, it is requested to two Governments to examine a new cooperation with the following major 

views and recognition at the preparation stage. 

 Approach for rain-fed lowland in addition to irrigated and rain-fed upland conditions. 

 Further improvement of farmer to farmer extension approach as described above. 

 Value chain viewpoints such as quality control and marketing in addition to productivity. 

 Further strengthening of the stakeholders including farmers’ organizations. 

Shortening the period gap between the end of TC-SDIA and the start of new TC as much as possible. 

 
8. Lessons Learnt 

The following are the lessons learnt for new projects or on-going similar projects. 

(1) Alignment to Government System with Involvement of Decision-makers 

TC-SDIA took following steps, a) Clarification of ASDP process, b) Clarification of training cost, c)

Visit concerned Districts, d) Information sharing for ASDP process through workshops, e) Involvement 

of decision makers such as DEDs. Also TC-SDIA persisted to the policy of cost sharing for standard 

training. As a result, stakeholders’ capacity to request budget was strengthened and more than 60% of the 

cost for standard training was borne by Tanzanian side utilizing DADP under ASDP. In order to put the 

cost share in place, those steady steps and principle should be taken. 

 

(2) Gender Consideration 

In TC-SDIA, gender consideration was a key component when conducting the standard training and 

subject matter training courses. Basically, the participants of the training consist of 50% of men and 

women each. Also the gender consideration session is included in the standard training. By these 

arrangements, it is reported that each deepened the understanding of workload, and communication is 

improved at the home. In this respect, it is inferred that gender approach contributes effective adoption 

of technology among participants. Also, those technologies are expected to be extended to others through 

existing network which both men and women use in daily life. 

 

(3) Active Exchange of Knowledge and Programs 

TC-SDIA, especially KATC, hosted both local and foreign visitors formally and informally to exchange 

knowledge and experiences. These were good opportunities for TG members to deepen their knowledge

and acquire new information. Those activities which are not precisely described in the L/F sometimes 

provide good occasion for capacity building. 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ プロジェクトの背景 

タンザニア連合共和国（以下、「タンザニア」と記す）の農業分野に対してわが国は長い協力

の歴史を有しており、キリマンジャロ州において、灌漑稲作技術の確立とその技術移転を目的

とした各種の協力を1970年代から実施してきた。その成果として、「キリマンジャロ農業研修セ

ンター（KATC）フェーズⅡ計画（技術協力プロジェクト：2001年10月～2006年9月）」において

は、6カ所のモデルサイトにおいて農民間普及手法を採用した灌漑稲作研修を実施し、モデルサ

イトの平均収量が3.1 t/haから4.3 t/haへと各サイト1 t/ha以上増加するなど、農家に直接裨益する

研修モデルが確立された。同研修モデルによりタンザニア国土全体に灌漑稲作技術を普及して

いくためには、KATCに蓄積された知見・技術を、各地域を担当するMATI（MAFC傘下）に移転

していく必要がある。そこでGoTは稲作振興を担う灌漑農業技術普及支援体制の強化とコメの生

産性向上を目的とした協力をわが国に要請し、「灌漑農業技術普及支援体制強化計画」が開始さ

れた。 

本プロジェクトは2007年6月に開始されてから4年6カ月が経過し、プロジェクトの終了に近づ

いていることから、これまでのプロジェクト活動と成果をレビューし、残りのプロジェクト期

間における留意事項、提言の取りまとめ、類似プロジェクトで活用可能な教訓の抽出すること

を目的とし、タンザニア側と合同で終了時評価調査を行った。 

 

１－２ プロジェクトの概要 

（1）基本計画 

1）協力期間：2007年6月12日～2012年6月11日（5年間） 

2）協力相手先機関 

① プロジェクト監督機関：MAFC 

② プロジェクト実施機関：KATC及び3MATI（イグルシ、イロンガ、ウキリグル） 

3）プロジェクト対象エリア 

① タンザニア本土の40灌漑地区 

② ザンジバルの4灌漑地区 

4）裨益者 

対象灌漑地区の小規模農民（1万5,000人） 

5）上位目標 

1．プロジェクトで開発された研修が他の灌漑地区において実施される。 

2．対象灌漑地区の小規模農家の稲作からの収入が向上する。 

6）プロジェクト目標 

灌漑農業サービス支援体制の強化を通じて、対象灌漑地区の稲作生産性が向上する。 

7）アウトプット 

① 農民間普及を通じて、対象灌漑地区における稲作技術が改善される。 

② 稲生産性促進に向けて研究、訓練・普及機関の技術能力が強化される。 
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１－３ 調査の目的 

本終了時評価調査は、プロジェクト開始から4年半を経過したことから、以下の4点の目的の

ため実施する。 

（1）プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）及び活動計画（Plan 

of Operations：PO）に基づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、成果・プロジェクト目

標・上位目標の達成状況（見込み）について確認する。 

（2）実施プロセスを整理するとともに、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト及

び持続性）の観点から分析を行う。 

（3）プロジェクト実施上の課題及び問題点を抽出するとともに、プロジェクト終了まで及び

終了後に取るべき方策についての提言事項、本プロジェクトの実施を通じて得られた教訓

を整理する。 

（4）協議結果について、タンザニア側との合意事項として評価レポートに取りまとめる。 

 

１－４ 調査団の構成 

（1）日本側調査団員 

担当分野 氏名 所属等 

総括 牧野 耕司 JICA 農村開発部 次長 

灌漑／農民研修 石橋 広毅 農林水産省 農村振興局 

計画管理 中村 貴弘 JICA 農村開発部 乾燥畑作地帯課 

評価分析 岸並 賜 株式会社国際開発アソシエイツ 

 

（2）タンザニア側調査団 

担当分野 氏名 所属等 

総括／農民研修 Sydney S. Kasele 農業研修所-トゥンビ 

灌漑 Stephen S. Kamugisha ゾーン灌漑技術サービスユニット 

農業政策 Beatus Malema MAFC 

 

１－５ 調査日程 

2011年11月28日（月）～12月16日（金） 

（1）評価分析団員：11月28日（月）～12月16日（土） 

（2）官団員：12月5日（火）～12月16日（土） 

詳細は、付属資料「合同評価報告書」のAnnex4参照。 

 



 

－3－ 

第２章 評価の方法 
 

２－１ 評価手順 

本評価では、「新JICA事業評価ガイドライン（第1版）」に沿って、①プロジェクトの当初計画、

②計画達成状況及び達成のための課題を確認し、③評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパ

クト、持続性）に基づき評価を行った。これらの結果を踏まえ、プロジェクトの今後のより効率

的な実施のために、幾つかの対処案を終了時評価調査で協議した。評価5項目の定義は表2-1のとお

りである。 

 

表２－１ 評価5項目とその定義 

項目 定義 

妥当性 プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が受益者のニ

ーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、被援助国及び日本側

の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資

金であるODAで実施する必要があるかなどといった「援助プロジェクトの正当

性・必要性」を問う視点。 

有効性 プロジェクトの実施により本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされて

いるのか（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 

効率性 主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されている

か（あるいは、されるか）を問う視点。 

インパクト プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果（上

位目標の達成度を含む）を見る視点。予期していなかった正・負の効果・影響を

含む。 

持続性 援助が終了してもプロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは、持

続の見込みはあるか）を問う視点。 
出典：「新JICA事業評価ガイドライン（第1版）」 

 

２－２ 主な評価設問 

「新JICA事業評価ガイドライン（第1版）」、PDM（タンザニア本土：Ver.4、ザンジバルVer. 2）

及びPOに基づき、実績、評価5項目、実施プロセスをそれぞれ検証するために評価グリッドを作成

した。評価設問、データ・評価指標の詳細については、合同評価レポートの実績グリッド、実施

プロセスグリッド及び評価グリッド（付属資料「合同評価報告書」のAnnex5）を参照。 

 

２－３ 情報・データ収集方法 

上記評価グリッドから、確認事項を検討し、それぞれの確認事項について、どのように確認す

るのか、また、その情報の入手方法を検討した。主な情報の入手方法は以下のとおり。 

（1）質問票 

日本人専門家、MAFC職員、KATC職員、MATI職員、普及員、農民に対し、評価5項目に基

づいた質問事項を整理した。 
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（2）聞き取り 

日本人専門家、MAFC職員、KATC職員、MATI職員、普及員、農民などを対象に評価団員が

合同及び個別にインタビューした。 

 

（3）資料のレビュー 

事前評価調査団、中間レビュー調査団、専門家やその他プロジェクト関係者が作成した各

種報告書等を基に、これまでのプロジェクト活動の進捗や実績を確認した。 

 

２－４ 評価調査の制約・限界 

L/Fに記載されている指標に対する実績（数値）については、多くはアンケートにより取りまと

められたものであり、なかには信頼できないデータが含まれていた。調査団は、明らかに正確で

ないと判断した場合、それらデータを考慮せずに評価を実施した。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 

（1）専門家の派遣 

6名の長期専門家が、①チーフアドバイザー、②業務調整/稲作/営農、③業務調整/情報管

理、④灌漑/農民研修（2名）、⑤陸稲栽培/研究業務調整/増殖システムの分野で、11名の短期

専門家が、①研修計画/プロジェクト運営管理、②ジェンダー主流化（4名）、③灌漑地区組

織運営改善（3名）、④マーケティング/農業経済、⑤農産物マーケティング、⑥ジェンダー

主流化/生計向上の分野で派遣された。さらに第三国短期専門家が、①農民組織及び②農業

機械化の分野でフィリピンから派遣された。詳細は付属資料「合同評価報告書」のAnnex6

参照。 

 

（2）本邦研修 

2011年12月現在までに、長期研修のために7名、短期研修のために28名を招へいし、本邦

研修を実施した。詳細は付属資料「合同評価報告書」のAnnex7参照。 

 

（3）機材供与 

車両など合計3,400万6,666円、8,759万283Tsh、6万6,695USドルの機材が供与された。詳細

は付属資料「合同評価報告書」のAnnex8参照。 

 

（4）ローカルコスト 

プロジェクト開始時から2012年3月末までの予定を含め、合計約21億9,816万7,166.77Tsh

のローカルコストが投入された。詳細は付属資料「合同評価報告書」のAnnex9参照。 

 

３－１－２ タンザニア側投入 

（1）カウンターパートの配置 

合計140名（タンザニア本土：126名、ザンジバル：14名）のカウンターパート（タスク

グループメンバー）が配置された。詳細は付属資料「合同評価報告書」のAnnex10参照。 

 

（2）ローカルコスト 

一般研修費用として、合計4億2,989万4,640Tsh（Districts：55.5％、MAFC：5.1％）のコス

トがタンザニア側より負担された。詳細は付属資料「合同評価報告書」のAnnex11参照。 

 

（3）事務所 

プロジェクト事務室、研修施設、デモンストレーションファーム用の土地などが提供さ

れた。 

 

３－２ 活動実績 

プロジェクト活動は、年間POに基づき、ほぼ予定どおりに実施されている。 
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３－３ アウトプットの達成状況 

３－３－１ アウトプット1 

アウトプット1「農民間普及を通じて、対象灌漑地区における稲作技術が改善される」の達成

状況は、表3-1のとおりである。設定された指標は一部満たされており、アウトプット1は部分的

に達成されている。 

 

表３－１ アウトプット1の達成状況 

指標 達成度 

1-1 集合研修及び現地研修

に参加する女性の割合が

45％を超える。 

 

1-1 集合研修及び現地研修

に参加する女性の割合が

45％を超える。（ザンジバル） 

以下の表に示すとおり、2007～2011年までにタンザニア本土及び

ザンジバルにおいて一般研修に参加した女性の割合は46％に達

している。詳細については付属資料「合同評価報告書」のAnnex13

参照。 

 

年度 研修数 
女性の割合 

中核農民 中間農民 一般農民 平均 

2007/08 3 49 37 0 40

2008/09 21 44 51 47 49

2009/10 37 48 46 52 48

2010/11 37 47 43 65 44

2011/12 17 50 47 35 47

平均 48 46 51 46

 

タンザニア本土における女性の割合は2011年12月現在 46％（男

性：4,372、女性：3,734）である。また、ザンジバルにおける女

性の割合は2011年12月現在 59％（男性：194、女性：283）であ

る。したがって指標は満たされている。 

1-2 DADPの下、40の対象灌

漑地区において一般研修が

実施される。 

タンザニア本土の41の対象灌漑地区（以下、「灌漑地区」と記す）

のうち34灌漑地区がベースライン調査を、33灌漑地区が集合研修

を、29灌漑地区が第1回インフィールド研修を、27灌漑地区が第2

回インフィールド（現地）研修を、22灌漑地区が第3回インフィ

ールド研修を、25灌漑地区が第1回モニタリング・計画セッショ

ンを、14灌漑地区が第2回モニタリング・計画セッションを実施

した（付属資料「合同評価報告書」のAnnex14参照）。今後の研修

予定については、県の予算制約により決まっていない。したがっ

て、本指標は終了時評価調査時点で完全には満たされていない。

しかしながら、MAFC主導により、規模を縮小した一般研修が6

灌漑地区を対象に実施されるなど、タンザニア側の努力は特筆に

値する。  
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1-3 1対象灌漑地区につき少

なくとも50人の一般農民が

フィールドデイに参加する。 

 

タンザニア本土で第3回インフィールド研修を実施した23灌漑地

区のうち13灌漑地区において、50人以上の一般農民がフィールド

デイに参加している。したがって、本指標は満たされている。 

 

1-2 1対象灌漑地区につき少

なくとも50人の一般農民が

フィールドデイに参加する。

（ザンジバル） 

ザンジバルにおいては50人以上の一般農民がフィールドデイに

参加している灌漑地区はない（第3回インフィールド研修を実施

済みの灌漑地区は1地区のみ）。したがって、指標は満たされてい

ない。 

 

詳細は、付属資料「合同評価報告書」のAnnex15参照。 

1-4 対象灌漑地区において

少なくとも50％以上の中核

農家が、研修で導入された10

以上のコメ栽培技術を適用

する。 

 

タンザニア本土で第1回モニタリング・計画セッションを実施し

た25灌漑地区のうち24灌漑地区において、50％以上の中核農家

が、研修で導入された10以上のコメ栽培技術を適用している技術

適用数は8から44となっており、平均は25であった。 

 

 

1-3 対象灌漑地区において

少なくとも50％以上の中核

農家が、研修で導入された10

以上のコメ栽培技術を適用

する。（ザンジバル） 

ザンジバルの4灌漑地区において、50％以上の中核農家が、研修

で導入された10以上のコメ栽培技術を適用している。技術適用数

は35から43となっており、平均は39であった。 

 

詳細は、付属資料「合同評価報告書」のAnnex15参照。 

1-5 対象灌漑地区において

少なくとも50％以上の中間

農家が、研修で導入された5

以上のコメ栽培技術を適用

する。 

 

タンザニア本土で第1回モニタリング・計画セッションを実施し

た25灌漑地区のうちすべての灌漑地区において、50％以上の中間

農家が、研修で導入された5以上のコメ栽培技術を適用している。

技術適用数は10から39となっており、平均は22であった。 

 

1-4 対象灌漑地区において

少なくとも50％以上の中間

農家が、研修で導入された5

以上のコメ栽培技術を適用

する。（ザンジバル） 

ザンジバルの4灌漑地区において、50％以上の中間農家が、研修

で導入された5以上のコメ栽培技術を適用している。技術適用数

は35から43となっており、平均は39であった。 

 

詳細は、付属資料「合同評価報告書」のAnnex16参照。 
出典：TC-SDIA プログレスレポート 

 

３－３－２ アウトプット2 

アウトプット2「稲生産性促進に向けて研究、訓練・普及機関の技術能力が強化される」の達

成状況は、表3-2のとおりである。設定された指標はほぼ満たされており、アウトプット2は達成

されつつある。 
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表３－２ アウトプット2の達成状況 

指標 達成状況 

2-1 新たな稲品種が国家種

子承認委員会に提出される。 

 

タンザニア本土において、国家種子承認委員会（National Seed 

Release Committee）に6種類のNERICAが提出され、2009年12月に

5種が登録された。したがって、指標は満たされている。 

 

2-1 NERICAを含む新たな稲

品種が農民に普及される。（ザ

ンジバル） 

ザンジバルにおいては、2009年に10の灌漑地区から100人の農民

を招き研修を実施した。したがって、指標は満たされている。 

2-2 マルチ・ロケーション米

の品種試行、アップランド稲

作、灌漑稲作に係るガイドラ

インが、研究/研修/普及機関に

より作成される。 

 

タンザニア本土においては、「灌漑稲作ガイド（ irrigated rice 

cultivation guide）」と「アップランド稲作ガイド（upland rice 

cultivation guide）」が作成され、「マルチ・ロケーション米の品種

試行ガイド（multi-location rice variety trial guide）」が作成中であ

る。指標はほぼ満たされている。 

 

2-2 アップランド稲作、灌漑

稲作に係るガイドラインが、

研究 /研修 /普及機関により作

成される。 

ザンジバルでは、TC-SDIA の技術支援を受けAICADが「アップ

ランド稲作ガイド」を作成した。灌漑稲作及びマルチ・ロケーシ

ョン米の品種試行については、本土で作成されたガイドを適用で

きる。指標はほぼ満たされている。 
出典：TC-SDIAプログレスレポート 

 

３－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標「灌漑農業サービス支援体制の強化を通じて、対象灌漑地区の稲作生産性が

向上する」の達成度を測るための2つの指標が設定されている。プロジェクトの進捗に従って指標

は徐々に満たされつつあり、プロジェクト目標は部分的に達成されている。プロジェクト目標の

達成状況は表3-3のとおりである。 

 

表３－３ プロジェクト目標の達成状況 

指標 達成度 

1 各対象灌漑地区におい

てコメの生産量が1ha当た

り1t増加する。 

 

 

 

 

 

 

 

以下の表はコメ生産高の増減に基づき分類したタンザニア本土にお

ける灌漑地区の数である2。 

 

 
メインシーズン 

（11～5月） 

セカンドシーズン

（6～12月） 

1t以上 11（44％） 1（33％）

0～1t 8（32％） 2（67％）

減少 6（24％） 0（0％）

合計 25（100％） 3（100％）

 

                                                        
2 一般研修を実施した37灌漑地区のうち、28灌漑地区（本土25、ザンジバル3）において研修前後のデータが入手可能であった。 
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生産量が減少した灌漑地区については、多くの灌漑地区に共通した

理由として、①旱魃、②水不足、③灌漑施設の未整備、④成長しす

ぎた種子の使用などが挙げられる。一方で、生産量が増加した灌漑

地区については、多くの灌漑地区に共通した理由として、①均平化

や畦の形成など適切な土地準備、②耕作カレンダーに基づく活動、

③若い種子の使用、④改良種の使用、⑤タイムリーな肥料使用、⑥

適切な水管理、⑦直線植え、など基本的な稲作技術（basic rice 

cultivation techniques）を実践・適用したことが挙げられる。これら

基本的稲作技術はTC-SDIAによる一般研修に含まれている。指標は

一部満たされている。 

 

1 各対象灌漑地区におい

てコメの生産量が1ha当た

り1t増加する。（ザンジバ

ル） 

ザンジバルにおいては4灌漑地区のうち2灌漑地区において1t以上の

収量増を達成した。1灌漑地区については0.6tの減少となったが、こ

れは灌漑地区を横切る道路建設による水田への泥の流入、病害（Rice 

Yellow Mottle Virus：RYMV）によるものである。指標は一部ではあ

るが、着実に満たされつつある。 

 

付属資料「合同評価報告書」のAnnex17参照。 

2  対象灌漑地区におい

て、モニタリング・計画セ

ッションが県の役人や農

民によって年1回継続的に

実施される。 

タンザニア本土において、25灌漑地区が第1回モニタリング・計画セ

ッションを、14灌漑地区が第2回モニタリング・計画セッションを実

施した。さらに3灌漑地区において第2回モニタリング・計画セッシ

ョンが計画されている。しかしながら、この費用はJICAによって拠

出されているため、指標は部分的に達成されているといえる。 

 

付属資料「合同評価報告書」のAnnex14参照。 
出典：TC-SDIAプログレスレポート 

 

３－５ 上位目標の達成見込み 

上位目標1「プロジェクトで開発された研修が他の灌漑地区において実施される」の達成度を測

るために以下の指標が設定されている。上位目標1の達成状況は表3-4のとおりである。 

 

表３－４ 上位目標1の達成度 

指標 達成度 

1 2015年までに（本協力で非

対象の）12灌漑地区で研修が

実施される。 

 

協力期間中各研修所は年間2～3研修を実施してきた。協力期間終

了後、少なくとも毎年1研修が継続実施されれば、上位目標1は達

成される見込みである。 

 

1 2015年までに（本協力で非

対象の）12灌漑地区で研修が

実施される。（ザンジバル） 

ザンジバルにおいて、協力期間中KATIはKATCの協力の下、年間

2～3研修を実施してきた。協力期間終了後少なくとも毎年1研修

が継続実施されれば、上位目標1は達成される見込みである。 
出典：TC-SDIAプログレスレポート 

 

上位目標2「対象灌漑地区の小規模農家の稲作からの収入が向上する」の達成度を測るために以

下の指標が設定されている。上位目標2の達成状況は表3-5のとおりである。 
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表３－５ 上位目標2の達成度 

指標 達成度 

2 コメを栽培する小農の収

入が2015年までに30％増加す

る。 

 

2 コメを栽培する小農の収

入が2015年までに30％増加す

る。（ザンジバル） 

中間レビュー時に本指標に関しては「収量増加により得られる収

益の増加分」として解釈することが提言された。調査団は収量の

増加を確認しており、指標は達成される見込みが高いといえる。

出典：TC-SDIAプログレスレポート 

 

３－６ 実施プロセス 

（1）費用負担とオーナーシップ 

一般研修に必要な費用は、県、MAFC及びJICAによって負担されているが、各地域において

平均50％以上の費用がタンザニア側、特に県によって負担されていることは高く評価される

べきである。予算確保の過程で、MAFC、県、研修機関（KATC、MATI、KATI）などの関係

機関が十分に協議をしており、このメカニズムが本技術協力実施へのタンザニア側のコミッ

トメントを高めたといえる。一般研修の費用負担は表3-6のとおりである。 

 

表３－６ 一般研修の費用負担 

 県 MAFC JICA その他 合計 

KATC, Moshi（Tsh） 50,737,412 5,304,240 63,468,475 0 119,510,127

 （％） 42 5 53 0 100

MATI-Igurusi（Tsh） 125,671,628 0 67,154,580 0 192,826,208

 （％） 65 0 35 0 100

MATI-Ilonga（Tsh） 115,608,090 12,027,380 65,252,550 0 192,888,020

 （％） 60 6 34 0 100

MATI-Ukiriguru（Tsh） 82,697,490 389,000 43,063,200 0 126,149,690

 （％） 66 0 34 0 100

KATI, Zanzibar（Tsh） 0 14,188,300 31,342,600 3,196,500 48,727,400

 （％） 0 29 64 7 100

合計（Tsh） 374,714,620 31,908,920 270,281,405 3,196,500 680,101,445

 ％ 55 5 40 0 100
出典：TC-SDIAプログレスレポート 

 

（2）規模を縮小した一般研修 

県の研修予算が十分ではない場合、規模を縮小した一般研修や、1灌漑地区からの出席者を

半減し2灌漑地区の研修を同時に実施するなどの工夫をした。規模を縮小した一般研修につい

ては、現在6灌漑地区を対象にMAFCが実施している。 

 

（3）運営・モニタリング 

2011年11月現在までに、合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）会議が4回開

催されている。主な議題としては①L/Fの説明、改定及び承認、②TC-SDIAの進捗状況、③ジ
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ェンダー配慮、及び④関係者によって共有されるべきその他の事項、などが挙げられる。JCC

に加えて、ステアリング・コミッティ（Steering Committee：SC）会議が半年ごとに計8回開催

され、TC-SDIAの進捗状況をモニタリングする機会となった。 

 

（4）中間レビューに対するフォローアップ 

以下のとおり、中間レビューの「提言」に対するフォローアップが実施された。 

1）ロジカルフレームワーク（L/F）の改定 

中間レビューの提言に基づき、L/Fの目標レベルの見直し、アウトプット2の明確化及び

活動との連関の整理、各種指標の見直しが実施され、2009年10月に開催された第3回JCC会

議において承認された。これにより、技術協力のモニタリング、管理運営が改善された。 

2）稲新品種登録手続きの迅速化に向けた支援の必要性 

NERICAは2009年12月（中間レビューの3カ月後）、国家種子承認委員会により承認された。 

3）農民間普及を通じた稲作技術の更なる波及の推進 

 調査団は視察やインタビューを通じて、農民間普及が機能していることを確認した。

しかしながら、農民間普及アプローチは必ずしもTC-SDIAが形成したカスケード方式

だけではない。研修に参加した農民によると、彼らは既存のネットワークを通じて学

んだ技術を移転している。 

 DALDOや普及員は研修講師とともにモニタリング・計画セッションに参加し、幾つか

の灌漑地区において、農民対象のNERICA研修に積極的に活動に携わった。 

4）研修効果の広報による実施促進 

 MATIの職員はときおり県を訪問し、一般研修の成果を伝えるとともに研修の継続の必

要性を訴えた。 

 中核農民と中間農民は、毎年8月に開催される農業フェアにおいて、稲作の基本技術の

デモンストレーションを実施した。 

5）一般研修の適時な実施を確保する手段の検討 

関係機関は一般研修実施のための予算確保をするために努力を続けているが、依然とし

て、既に予算化された資金の実際の配分時期が遅れたり、配分そのものが滞る場合があっ

た。一般研修は作期に合わせて実施されるため、資金配分の遅れにより適時な技術指導に

支障をきたすことが引き続き問題となっている。 
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第４章 評 価 結 果 
 

４－１ 評価5項目による評価 

４－１－１ 妥当性 

妥当性は以下の理由から高い。 

（1）必要性 

タンザニアの小農による稲作生産は、一般的に低投入で自給的色彩が強く、適切な稲作

技術が十分に用いられているとは言い難い。小規模稲作農家の多くは改善された稲作技術

に触れる機会を得られず、技術レベルの問題が稲作の低生産性の一因となっている。この

ような状況下、農民や県農業関連機関関係者は本協力による研修を高く評価している。今

般調査の聞き取りにおいても、研修で導入された稲作技術により収量が増加し、農民は更

なる稲作生産に意欲をもっていることが報告されている。研究関連の活動はいまだ受益農

民レベルにおける効果を発現させるには至っていないが、新品種の導入が稲作農家の営農

改善に資することが期待され、本協力の方向性及び内容は農民のニーズに合致している。 

 

（2）優先度 

「サブサハラアフリカのコメ生産量を10年間で倍増する」ことを目標としたイニシアテ

ィブであるCARDの枠組みの下、2009年5月に施行されたNRDSが発表された。NRDSによる

とタンザニアのコメの自給率は約80％であり、20％は輸入に頼っている。これは外貨の大

きな損失を意味するため、MAFCはコメの増産を積極的に進めることとしている。NRDSの

下、2018年のコメ生産目標は196万3,000tであり、内訳は天水によるものが54万8,000t、灌漑

によるものが136万5,000tである。 

 

（3）アプローチとしての妥当性 

TC-SDIAのアプローチは以下の観点から適切である。 

① 現存の稲作地域及び将来の稲作拡大を見据えて、灌漑及びアップランドをカバーして

いる。 

② 過去の協力を通じて蓄積した財産（assets）を活用しながら、全国の灌漑地区において

一般研修の普及を強化した。 

③ 農業開発は、持続性の確保のために栽培技術、灌漑地区の管理・運営、マーケティン

グなどといった複数の側面から取り組んでいくことが必要である。本協力は一般研修の

ほか、これらの側面に係る課題別研修を実施している。 

④ 農民への聞き取りの結果、一般研修に参加した男女比がほぼ1：1であったことにより、

男女間の関係が改善されたことが推測できる。 

 

４－１－２ 有効性 

有効性は以下の理由から、比較的高いと判断された。 

（1）プロジェクト目標の達成度合い 

旱魃による水不足など、天候条件がコメの収量に影響を与えており、外部条件は満たさ

れているとは言い難いものの、上記のとおり、本技術協力の目標は達成に向けて着実な進
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捗をみせている。天候が好条件であり、管理上の手違い等の要因が改善（基本的稲作技術

が実践・適用）されれば、コメの収量は増加すると考えられる。 

 

（2）プロジェクト目標とアウトプットの因果関係 

2つのアウトプットは中間レビュー後に改定され、本プロジェクトのアプローチの基本的

な概念であり構成要素となっている。これらはプロジェクト目標を達成するために必要十

分条件であるといえる。プロジェクト目標とアウトプットの因果関係は理論的であり、外

部条件が満たされれば、アウトプット達成後に目標も達成されると考えられる。 

 

（3）外部条件 

プロジェクト目標が十分発現するためには、アウトプットレベルの外部条件「1重大な自

然災害が発生しない」及び「2関係機関の職員が対象灌漑地区において継続して小農を監

督・管理し、技術支援を実施する」が満たされる必要がある。コメの生産に負の影響を与

える天候状況、すなわち洪水や灌漑などが発生しており、第1の外部条件は満たされていな

い。また関係者は退職や異動などにより減少してはいるものの、本協力はその影響を最小

限にすべく努力をしているため、第2の外部条件はほぼ達成しているといえる。 

 

４－１－３ 効率性 

効率性は以下の理由から、比較的高い。 

（1）アウトプットの達成度合い 

2つのアウトプットは、財政面の制約により、幾つかの灌漑地区で一般研修が実施されて

いないものの、達成に向け順調に進捗している。 

 

（2）投入の活用度合い 

投入は研修費用以外は本協力の計画に沿って実施され、質、量、タイミングともに適切

であり、活動を実施しアウトプットを産出するために十分なものであった。特に専門家は

当初わずか3名（その後5名に増加）であったが、過去の技術協力を通じて実施機関に蓄積

した灌漑稲作技術に関する知識・経験及び農民研修のノウハウを活用し、これは本技術協

力の効率的な実施に対する貢献要因となった。また、規模を縮小した一般研修も始まり、

効率性を高めることが期待される。加えて、一般研修を予定どおり完全に実施する予算は

確保されていないものの、タンザニア側の財政的な貢献は非常に大きいものであった。 

 

（3）外部条件 

アウトプットが十分発現するためには、活動レベルの外部条件「県レベルの能力強化の

ための予算が大きく減少しない」が満たされる必要がある。幾つかの県の行政官によると、

2011／2012年の能力強化に係る予算は2010/2011年と比較して大幅に減額されている。また、

一般研修コストについて、タンザニア側の貢献度は高いものの、すべての灌漑地区におい

て一般研修を実施するためには不十分であった。したがって、外部条件は満たされている

とは言い難い。 
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４－１－４ インパクト 

（1）上位目標の達成度 

インパクトは上位目標の達成が見込まれるとともに、ポジティブなインパクトが発現し

ている。上位目標については、前章で述べたとおり、協力終了後も①少なくとも毎年1研修

が継続実施されると想定できること（協力期間中は年間2～3回実施）、②コメの生産量が増

加傾向にあること、などから達成の見込みが高い。 

 

（2）その他のインパクト 

以下のインパクトが観察された。 

 研修を受けた農民が他の灌漑地区に招かれ、本協力で導入された技術や実践を普及し

た。加えて、対象ではない県や灌漑地区の農民が本協力が導入した技術についてMATI

に問合せをするケースが増えている。 

 マブユニ（Mbuyuni）灌漑地区において、課題別研修「灌漑地区管理」を受講した農民

が自らの資金と労働力を使って75mにわたって灌漑施設を整備するとともに、堤防を建

設した。このことに誘発された県は更に325ｍにわたって灌漑施設の整備を実施した。 

 ザンジバルにおけるNERICAの認知度が急速に高まりつつあるなか、種子生産圃場で栽

培されたNERICAをザンジバルの大統領が2度も視察をした。またその増産と普及につ

いて国会でも議題になった。 

 マハンデ（Mahande）灌漑地区において、稲の栽培の際に間隔を測るための道具などを

農民自身が開発し、使用している。 

 本協力は日本とタンザニア間のこれまでの協力について、英国オックスフォード大学

及びサセックス大学においてプレゼンテーションした。KATCの校長が現在と過去の活

動について説明を行った。 

 他国（エチオピア、スーダン、ブルンジなど）の専門家や他ドナー（USAIDなど）が

本協力の活動を視察するために各サイトを訪れた。 

 マイナスのインパクトは特に発現していない。 

 

４－１－５ 持続性 

持続性は、以下の理由から中程度である。 

（1）政策・制度面 

「妥当性」で述べたとおり、プロジェクトはタンザニアの政策及びニーズと合致してい

る。特にASDSの具体策として計画されたASDPは2018年までの計画であり、同期間中の政

策的支援の継続性は高いと判断される。加えて、タンザニアの大統領は農業を重視し、コ

メの自給率を現在の80％から2013年度には100％を達成するための予算増のほか、普及員の

大幅増員を決定していることからも、政策・制度面の持続性は高いと考えられる。 

 

（2）組織面 

MATIの研修講師は日本人専門家やKATCの支援なしに一般研修を実施することに自信を

もっているが、協力期間中の業務には、本来普及員が実施するべきである農民への普及活

動が含まれている。持続性のある技術移転を考慮し、現在の取極めを再検討する必要があ
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る。 

 

（3）財政面 

一般研修のコストについては、MAFCが5％、JICAが40％、県が約55％を負担している。

他の類似案件と比較すると、県の負担は非常に大きいものである一方で、その残額につい

てはJICAが負担しているのが実情である。したがって、本協力が終了したあとにDADPの資

金のみを通じて、これまでどおり一般研修を継続することは困難であると推測できる。財

政的持続性を高めるために、2灌漑地区を対象に同時に研修を実施するなど幾つかの工夫を

凝らしている。本協力により産出された正の効果を普及するためにも、今後もさまざまな

工夫が必要である。 

 

（4）技術面（知識及びスキル） 

中核農家の大多数はTC-SDIAで導入された10以上の技術を、中間農家の大多数は5以上の

技術を適用していると報告されている。このことは、調査団の聞き取りや現地調査によっ

ても立証されている。 

 

４－２ 結 論 

評価は5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に基づいて実施され、その結果、

妥当性は高く、目標やアウトプットは順調に達成されつつあると判断された。また、効率性も比

較的高いと判断される。持続性については協力終了後の研修費用など懸案事項はあるのもの、第5

章「提言」を実行することにより、確実に高まると考えられる。 

以上を踏まえ、プロジェクト期間中にプロジェクト目標をおおむね達成すると評価することが

できる。 
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第５章 提     言 
 

調査団は以下の提言を行った。 

（1）人材育成・能力強化のための予算配分 

持続性を確保するためには、ソフトウェア（人材育成等）とハードウェア（灌漑施設など

のインフラ等）のバランスが重要であるが、現状では後者が重視されている傾向がある。し

たがって、MAFCと地方行政機関が農民の能力強化のための予算を確保することが肝要である。 

 

（2）規模を縮小した一般研修のモニタリング 

GoTは規模を縮小した一般研修を導入し、その実施を開始した。縮小版一般研修については、

その効果をモニタリングし、今後に生かすことを提言する。 

 

（3）適切なコメ生産普及システムの開発 

一般研修の過程（ベースライン調査、現地研修、モニタリング・計画セッション）にDALDO

が参加することにより、農民間普及がより効果的及び持続的となることが予想される。MAFC

は適切なコメ生産技術の普及システムを構築するために関係機関と十分に協議することが必

要である。 

 

（4）本技術協力の最終ワークショップ開催 

本技術協力を通じて、関係機関の組織強化やコメ生産技術の農民への移転など大きなイン

パクトがあった。能力強化や農民への技術普及など本協力によって実施された取り組みは大

きな価値をもっているといえる。得られた経験や教訓をGoJ、他ドナー、NGOなどの関係者が

共有するためにプロジェクトが終了する2012年6月までにワークショップを開催することを

提言する。 

 

（5）次期協力についての考察 

2010年、GoTは次期協力「タンザニアにおけるコメ産業開発支援（Technical Cooperation in 

Supporting Rice Industry Development in Tanzania）」に係るプロポーザルをGoJに提出した。両政

府は計画段階において以下の点を十分考慮することが求められる。 

① 天水（lowland及びupland）状況を考慮したアプローチ 

② 農民間普及の改善 

③ 生産性に加え、品質管理やマーケティングなどのバリューチェーンの視点 

④ 農民組織を含む関係者の更なる強化 

⑤ 本協力案件の終了と次期案件の開始時期の間隔をできるだけ短縮すること 
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第６章 教     訓 
 

（1）政府のシステムと意思決定者の連携 

本技術協力は、①ASDPプロセスの明確化、②研修費用の積算、③県への訪問、④ワークシ

ョップの開催によるASDPプロセスの情報共有、⑤DEDなどの意思決定者の関与、といったス

テップを踏んだ。この過程においてタンザニア側による一般研修の費用負担の必要性が強調さ

れた。その結果、関係者の予算要求のキャパシティが強化され、DADP予算による高い研修費

用負担率（約60％）が実現した。このようなきめ細かいステップは他案件においても考慮され

るべきである。 

 

（2）ジェンダー・アプローチ 

一般研修及び課題別研修を実施するうえでジェンダー配慮は主な構成要素のひとつであっ

た。本技術協力では、一般研修参加者の男女比を1：1とすることを原則とし、課題別研修とと

もに集合研修にジェンダーに係る講義が含まれている。その結果、コミュニケーションが改善

し、日々の活動（農作業及び家事）に対するお互いの役割の重要性について理解を深めた。ま

た、本協力によるカスケード方式と既存のネットワーク双方を活用した技術普及・適用にも有

効であるとの報告もあり、ジェンダー・アプローチは他案件においても適用できるものである。 

 

（3）知識やプログラムの交換 

本技術協力、特にKATCは知識や経験を交換するためにタンザニア及び海外の訪問者を公式、

非公式に受入れてきた。これらの活動はL/Fに記載されていたわけではないが、関係者が知識

を深めたり新しい情報を得たりするための良い機会となった。 

 



付 属 資 料 

 

１．合同評価報告書 
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